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北広島市犯罪被害者等支援条例（原案） 

 

（目的） 

第 1 条 この条例は、犯罪被害者等基本法（平成 16 年法律第 161 号。以下「法」と

いう。）及び北海道犯罪被害者等支援条例（平成 30年北海道条例第 7号。以下「道条

例」という。）の規定を踏まえ、犯罪被害者等の支援に関し、基本理念を定め、市、

市民等及び事業者の責務を明らかにするとともに、犯罪被害者等の支援の基本となる

事項を定めることにより、犯罪被害者等の支援に関する施策を円滑に推進し、犯罪被

害者等が受けた被害の回復又は軽減を図り、もって誰もが安全で安心して暮らすこと

ができる地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

【解説】条例の目的として、犯罪被害者等が受けた被害の回復又は軽減を図るとともに

安全で安心して暮らせる地域社会の実現に寄与することを規定します。 

 

（定義） 

第 2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1)犯罪等 法第 2条第 1項に規定する犯罪等をいう。 

(2)犯罪被害者等 犯罪等により害を被った者及びその遺族（当該犯罪被害者と婚姻

の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）をいう。 

(3)市民等 市内に住所を有し、勤務し、若しくは在学する者又は市内で活動を行う

団体をいう。 

(4)事業者 市内で事業活動を行う者をいう。 

(5)関係機関等 国、北海道、警察その他の関係機関及び犯罪被害者等の支援を行う

民間の団体その他の犯罪被害者等の支援に関係するものをいう。 

(6)二次被害 犯罪等による直接的な被害を受けた後に、風評、誹謗中傷、報道機関

等による過度な取材等により、犯罪被害者等が受ける精神的な苦痛、身体の不調、プ

ライバシーの侵害その他の被害をいう。 

(7)再被害 犯罪被害者等が、当該犯罪等の加害者から再び被害を受けることをいう。 

【解説】犯罪被害者等基本法における「犯罪等」の定義は「犯罪及びこれに準ずる心身

に有害な影響を及ぼす行為」。 

「市民等」は、住民に加え、市内で働く人々や市内の学校に通う児童・生徒・学生を

含み、市内で活動を行う団体は、自治会・町内会、ＮＰＯ法人、ボランティア団体等を

想定しています。 

「二次被害」と「再被害」が混同されないよう定義します。同じ加害者から複数回受

ける被害は「再被害」です。 
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（基本理念） 

第 3条 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等の個人としての尊厳が重んぜられるよ

う、配慮して行われなければならない。 

2 犯罪被害者等の支援は、被害の状況及び原因、犯罪被害者等が置かれている状況

その他の事情に応じて適切に行われるとともに、ニ次被害及び再被害を生じさせるこ

とのないよう十分配慮して行われなければならない。 

3 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が安心して暮らすことができるよう、その

受けた被害を回復し、又は軽減するために必要な支援が提供されるよう行われなけれ

ばならない。 

【解説】犯罪被害者等基本法第 3条の理念を引き継ぎ、より具体的な内容を規定します。 

 

＊参考 犯罪被害者等基本法第 3条（基本理念） 

すべての犯罪被害者等は、個人の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさ

わしい処遇を保障される権利を有する。 

2 犯罪被害者等のための施策は、被害の状況及び原因、被害者等が置

かれている状況その他の事情に応じて適切に講ぜられるものとする。 

3犯罪被害者等のための施策は、犯罪被害者等が、被害を受けたときか

ら再び平穏な生活を営むことができるようになるまでの間、必要な支援

等を途切れることなく受けることができるよう、講ぜられるものとする。 

 

【解説】市の責務を規定するものです。犯罪被害者等基本法第 5条には地方公共団体の

責務の定めがあります。 

 

＊参考 犯罪被害者等基本法第 5条（地方公共団体の責務） 

地方公共団体は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等の支援等に関し、

国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応

じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（市民等の責務） 

第 5条 市民等は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪

被害者等の支援の必要性についての理解を深め、ニ次被害を生じさせることのないよ

う十分に配慮するとともに、市及び関係機関等が実施する犯罪被害者等の支援に関す

る施策に協力するよう努めるものとする。 

【解説】犯罪被害者等が安心できる生活を取り戻すためには、地域の人々の理解と協力

が必要です。国の「第 4 次犯罪被害者等基本計画」においても、「犯罪被害者等のため

の施策の効果は、国民の理解・協力がなければ十分に発揮されない。犯罪被害者等は、

（市の責務） 

第 4 条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、関

係機関等との適切な役割分担を踏まえて、犯罪被害者等の支援に関する施策を策定

し、実施するものとする。 

2 市は、前項の施策が円滑に実施されるよう、関係機関等と相互に連携を図るもの

とする。 
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地域社会において配慮・尊重され、支えられることではじめて平穏な生活を回復するこ

とができることから、犯罪被害者等のための施策の実施と国民の理解・協力は車の両輪

である」と明記されています。 

 

（事業者の責務） 

第 6条 事業者は、基本理念にのっとり、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪

被害者等の支援の必要性についての理解を深め、ニ次被害を生じさせることのないよ

う十分に配慮するとともに、市及び関係機関等が実施する犯罪被害者等の支援に関す

る施策に協力するよう努めるものとする。 

２ 事業者は、犯罪被害者等である従業員の就労について配慮するよう努めるものと

する。 

【解説】犯罪被害者等の置かれている状況や支援の必要性について理解を深め、市が実

施する犯罪被害者等支援に関する施策に協力するよう努めることを、事業者の責務とし

て明確にするものです。 

 

（相談及び情報の提供等） 

第 7 条 市は、犯罪被害者等が日常生活及び社会生活を円滑に営むことができるよ

う、犯罪被害者等が直面している各般の問題について相談に応じ、必要な情報の提供

及び助言を行うとともに、関係機関等との連絡調整を行うものとする。 

2 市は、前項に規定する支援を総合的に行うための窓口を設置するものとする。 

【解説】犯罪被害者等基本法第 11 条において、地方公共団体による相談及び情報の提

供等について定めがあります。 

 

＊参考 犯罪被害者等基本法第 11条（相談及び情報の提供等） 

国及び地方公共団体は、犯罪被害者等が日常生活又は社会生活を円滑

に営むことができるようにするため、犯罪被害者等が直面している各般

の問題について相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行い、犯罪被

害者等の援助に精通している者を紹介する等必要な施策を講ずるもの

とする。 

 

（経済的負担の軽減） 

第 8条 市は、犯罪被害者等が犯罪等によって受けた被害による経済的負担の軽減を

図るため、犯罪被害者等に対し、見舞金の支給その他の必要な支援を行うものとする。 

【解説】犯罪被害者等に見舞金等を支給することを規定するものです。要件・金額等に

ついては規則または要綱により別途定めることになります。 

 

（日常生活の支援） 

第 9条 市は、犯罪被害者等が安心して日常生活を営むことができるよう必要な支援

を行うものとする。 

【解説】市には、市民の日常生活を支援するための家事・育児・介護等を支援する各種

制度があるため、犯罪被害者等が実情に応じて活用できるよう情報提供を行うものです。 
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（居住の安定） 

第 10 条 市は、犯罪等により従前の住居に居住することが困難となった犯罪被害者

等の居住の安定を図るための必要な支援を行うものとする。 

【解説】住んでいる自宅等で被害に遭った場合や、再被害・二次被害を受けないために

転居が必要な場合に、速やかな居住を図るため転居費用及び家賃助成、市営住宅入居の

優遇措置を行うものです。助成金の要件・金額等については規則または要綱により別途

定めることとなります。 

 

（安全の確保） 

第 11 条 市は、犯罪被害者等がニ次被害及び再被害を受けることを防止し、その安

全を確保するため、犯罪被害者等に係る個人情報の適切な取扱いの確保等を行うもの

とする。 

【解説】再被害及び二次被害防止のために、個人情報の適切な管理について規定するも

のです。 

 

（市民等及び事業者の理解の増進） 

第 12 条 市は、犯罪被害者等が日常生活及び社会生活を円滑に営むことができ、か

つ、二次被害を受けることがないよう、犯罪被害者等が置かれている状況、犯罪被害

者等の支援の必要性について市民等及び事業者の理解を深めるため、情報の提供、啓

発活動等を行うものとする。 

【解説】犯罪被害者等の置かれている状況やその他の支援の必要性について、市民等及

び事業者の理解を深めるため、情報提供や啓発活動等を行うことを規定するものです。 

 

（支援の制限） 

第 13 条 市は、犯罪被害者等が犯罪等を誘発した場合その他の犯罪被害者等の支援

を行うことが適切でないと認められる場合は、犯罪被害者等の支援を行わないことが

できる。 

【解説】犯罪被害者等が犯罪行為を教唆、ほう助した場合や、北広島市暴力団の排除の

推進に関する条例に規定する暴力団に所属している場合などを想定するものです。 

 

（委任） 

第 14 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定める 

【解説】本条例案に基づいて犯罪被害者等の施策を講じるにあたり、より細かな規定が

必要であることから、委任規定を設けるものです。 
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犯罪被害者等支援事業（案）について 

１ 犯罪被害者等支援制度（案）（札幌市が実施している支援との比較） 

札幌市実施支援 北広島市（案） 

経
済
的
支
援 

支援金 遺族見舞金 

（30万円） 

犯罪行為により亡くなった遺族に

支給 

重傷病見舞金 

（10万円） 

犯罪行為により重傷病（1か月以

上の療養）を負った方に支給 

性犯罪被害見舞金

（10万円） 

不同意性交等又は監護者性交等を

受けた方に支給（未遂を含む） 

家
事
関
連 

家事・介護費

用助成 

必要に応じ既存事業を紹介 

配食サービス

助成 

必要に応じ既存事業を紹介 

一時保育費用

助成 

必要に応じ既存事業を紹介 

住
居
関
連 

転居費用助成 上限 20万円 従前の住居に住み続けることが困

難になった場合に、転居に要した費

用を助成 

家賃助成 上限 3万円/月 

（最大 12月） 

従前の住居に住み続けることが困

難になり転居した場合に、新たな住
居の家賃を助成 

（転居先が市内の場合に限る） 

ハウスクリー

ニング助成 

道警が同様の支援を実施 

市営住宅の入

居に関する配

慮 

市営住宅入居の優遇（入居審査におけるポイン

ト加算）※実施済み 

市営住宅への緊急時の一時的な入居（1年以内） 

医
療
・
心
理
ケ
ア 

精神医療助成 自立支援医療（精神通院医療）を紹介 

カウンセリン

グ費用助成 

道警が同様の支援を実施 

福祉総合相談室における相談支援 

法
的 

真相究明費用

助成 

裁判所が裁判参加のための旅費支給等の支援を実施 

法律相談支援 弁護士による無料法律相談の優先予約 

 

6 



 

２ 支援内容比較（金銭給付） 

 制度 

開始 

見舞金（万円） 

その他の助成金 
遺族 傷病 性犯 

北広島
（案） 

R8 30 10 10 ○ 転居費用・家賃助成に限定 

札 幌 R2 30 10 10 ○ 家事・住居・医療関係等 9項目 

網 走 R6 30 10 10 × （公営住宅・法律相談の優遇） 

岩見沢 R7 30 10 10 × （公営住宅・法律相談の優遇） 

富良野 R7 30 10 10 × （公営住宅・法律相談の優遇） 

留 萌 R7 30 10 － × （公営住宅・法律相談の優遇） 

登 別 R7 30 10 － × （公営住宅・法律相談の優遇） 
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犯罪被害者等支援事業（案）の支援対象 

 

１ 犯罪等の定義と見舞金・助成金の支給対象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 見舞金支給の例 

○ケース 1 犯罪行為により死亡した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

犯罪等 
（犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為） 

子

配偶者 被害者 

 

(死亡) 

(遺族) 

(遺族) 

支給対象 

支給対象（規則で規定） 

犯罪行為が行われた時において市民であった 

① 犯罪行為により死亡した者の遺族 

② 傷害等による重傷病者（加療１か月以上） 

③ 性犯罪（不同意性交等及び監護者性交等（未遂を含む））を受けた者 

殺人 

性犯罪 

暴行 

傷害 

強盗 

窃盗 

放火 

遺族の住所 

支給対象フローチャート 

市外 

市内 

遺族 
いない 

いる 

対象外 

対象外 

支給 

8 

など 



○ケース２ 犯罪行為により傷病を負った場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ケース３ 性犯罪被害に遭った場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害者 

 
支給対象 

傷病の 

加療期間 

支給対象フローチャート 

市外 

市内 

１か月未満 

１か月 
以上 

被害者の住所 

 

被害者 

支援対象 

不同意性交等 

監護者性交等 

（いずれも未遂を含む） 

支給対象フローチャート 

市外 

市内 

No 

Yes 

被害者の住所 

(傷病) 

(性犯罪被害) 

対象外 

対象外 

対象外 

対象外 

支給 

支給 
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２ 助成金支給の例 

○ケース４ 転居費用助成支給の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ケース５ 家賃助成支給の例 

 

住居や付近で犯罪行為が

行われ居住継続困難な 

⚫ 同居遺族 

⚫ 重傷病被害者 

⚫ 性犯罪被害者 

犯罪行為により従

前の家が居住困難

になった 

Yes 

No 

ほかの機関から同

種の助成を受けて

いない 

対象外 

対象外 
受けている 

一部支給 

Yes 

支給 

または 

対象外 
犯罪行為により従

前の家が居住困難

になった 

従前の住宅は持ち

家だった（家賃が

なかった） 

新居は、親族等の

所有物件でない 

支給 

転居先は 

市内である 

No 

Yes 

No 
対象外 

No 
対象外 

No 
対象外 

Yes 

Yes 

Yes 

住居や付近で犯罪行為が

行われ居住継続困難な 

⚫ 同居遺族 

⚫ 重傷病被害者 

⚫ 性犯罪被害者 
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